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東アジアへの視点

　　 　北部九州地域経済の予測分析－第 10 回－
北九州市の産業連関分析★

要　旨

　本稿は北九州市の産業連関表を用いた分析である。まず，過去 5 時点の表の情報から 2015 年
表の推計を行い，これらを過去 5 時点の表と比較した。過去 5 時点の産業構造の変化が全体的に
小さいため，2015 年表は一部の部門を除いて，過去の数字の中間あたりとなった。また，市内
総生産額における付加価値額の比率が平均して 50％であったことが判明した。

1．はじめに

　今回は産業連関分析に着目したい。産業連関分析に用いられる産業連関表とは，産業ごとの
生産・販売の様子を表にしたものである。英語では「Input-Output Table（IO 表，投入産出表）」
となるが，投入が生産で，産出が販売ということなので，言いたいことは同じである。しかしながら，「IO

表」だと産業に関する表であることが明示されておらず，産業連関分析の中でカギとなる産業間の「連
関」も書かれていないわけであるから，日本語のほうが言葉としてはより具体的であるかもしれない。
　産業連関表の特徴として，対象とする地域のマクロ経済が一目で分かるといった点があげられる。マ
クロ経済における地域の総生産（例えば GDP など）については『三面等価』が成立していることになっ
ている。この三面等価というのは，GDP を生産面，支出面，分配面で分解したときに，どの角度から
見ても合計が等しくなるということである。産業連関表は産業間の取引状況を表示する表を中心に（中
間投入・中間需要），下方向と右方向に表が続いている。下方向の表が付加価値部門で財やサービスを
生産するために必要な労働力や資本などの取引が記載され，GDP 計算では分配面からの計算となって
いる。右方向の表は消費や投資などの最終需要部門で，支出面からの計算となっている。そして各産
業においては，付加価値と中間投入の合計と中間需要と最終需要の合計が等しくなるという前提から，
生産面からの GDP 計算ができるようになっている。ちなみに，注意が必要なのは，個別産業において
は付加価値額と最終需要額は一致しない（ゆえに，中間投入額と中間需要額も一致しない）。表に書か
れているすべての産業の付加価値額の合計と最終需要額の合計が一致する。
　こういった中間財の取引も明示された産業連関表を用いて経済分析を行うのが，産業連関分析
である。産業連関分析の興味深い点は，「風が吹けば桶屋が儲かる」的な波及効果が計算でき
る点である。例えば，公共投資で道路などを整備するとする。道路を建設するためには，道路
そのものを作るための資材，資材を運搬し，建設現場に運ぶための物流，建設するための機械，
どの場所にどのような形の道路を建設するのかといった測量，設計など関連産業の生産に
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対する需要が生じる。関連産業の生産需要が生じれば，これらに関連する産業に対しても需要が
生じ，結局各方面に需要が生じることになる。これを数値的に計算，評価していくことが産業連
関分析である。
　日本の場合，産業連関表は総務省を中心に各省庁共同で 5 年ごと（西暦の末尾が 0 と 5 の付く
年を対象とする）に作成している。また，同時期を対象とした表を県や一部市でも作成している。
北九州市も，産業連関表を作成しており，今回の予測分析はこの北九州市の産業連関表を用いた
分析を紹介する。
　現在手元にある表は昭和 60（1985）年，平成 2（1990）年，平成 7（1995）年，平成 12（2000）年，
平成 17（2005）年を基準にした表である。ここでは，まずこれらの表の情報を用いて 2015 年の
表を推計する。そして推計された表とこれまでに発表された表との比較を試みることによって得
られた知見を紹介する。

2．どのように推計したか

　産業連関表はマクロ経済を一目で見ることができる半面，その作成には多くの時間と労
力を必要とする。5 年に 1 度しか作成されないのもこのような理由で，タイムリーな分析
が出来ない点が欠点となっている。もっとも，この点については，作成された年の表と分
かる範囲で新しいデータを用いて「延長表」なる表を推計して分析に用いることが一般的
である。ただし，延長表の推計方法も様々であると考えられ，一概に正しい方法があるわ
けではない。
　結論から言うと，産業連関表の推計には非常に大きな自由度があるといえる。そこで今回紹
介する 2015 年表もこの考えを用いて，著者の独自の観点から推計を試みることにする。
　まず，推計するための産業部門数を確定させる。各時点の表には産業部門分類の細かさ
が異なる 3 つの表があるが，産業部門数が時点によってそれぞれ異なっており，部門数を
統一する必要がある。ここでは，統一作業に時間を要することから，中程度の産業部門数
を選択した。2005 年表が 34 部門で，それ以外は 32 部門なので，2015 年表の産業部門数
を 32 とした。したがって，2005 年表は 32 部門に集計している。
　次に，それぞれの時点の表を産業ごとに時系列で並べ，中間投入（32 部門）と付加価値の
全ての項目（家計外消費支出，雇用者所得，営業余剰，資本減耗引当，間接税（除関税），（控
除）補助金）に対して 5 時点の平均と標準偏差を取る（全部で 38 × 32 ＝ 1,216 項目）。ここ
では産業を投入サイドから見ており，産出サイドからの視点は無視している。これは，いわゆ
る投入係数 A が投入サイドから計算されていることによる（産出サイドから係数を計算する
方法もある）。したがって，今回は最終需要の推計は行わないことにする。
　さらに，5 時点のトレンドを最小二乗法ならびに 1985 ～ 2005 年の平均成長率で計算す
る。5 つのサンプルから回帰するのは，統計的には無理が生じるが，トレンドを取ることが目的
なので，この手法を採用する。平均成長率は 2 時点の数字でのみ計算されるので，変化が単調で
ない場合に問題が生じる。なお，これらの作業は表に記載された取引額の数字と取引額から求
められる投入係数ならびに付加価値係数の 2 種類の数字について計測している。
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　5 時点の情報から得られた結果をもとに 2015 年表の項目を推計する。優先される数字
は，まず，2005 年表で「0」と記載された項目は 0 とする。つまり取引がないということなので，
将来も取引がないと考えれば 0 となる。次に，0 ではない項目について，平均と標準偏差を比
較し，平均が標準偏差の 2 倍よりも大きい場合は平均を採用する。これは 5 時点の取引額（係
数）にあまり変化がないことを意味し，変化がないということは将来も変化しないということ
で，平均を使うことにする。標準偏差の 2 倍は，正規分布の場合概ね 95％の確率となる。0 で
も平均でもない項目については，まず回帰分析で得られた関係を 2015 年まで延長させ，結果
が正の値であれば（補助金は負の値），その延長値を採用する。正の値が得られなければ，平
均成長率を用いて，2005 年を基準に 2015 年の数字を推計する。
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　この作業は取引額の数字と係数値の 2 種類で行われた。取引額の数字の合計をそのまま各産
業の産出額とし，そこから各係数値を計算する。一方，係数値の合計は 1 にはならないため，1

になるように比例計算で修正する。こうして出来上がった 2 種類の係数値の平均を取ることで，
2015 年表の係数値を確定させ，取引額も先述の産出額から，係数値を用いて推計した。

3．比較分析

3.1　推計値の比較
　部門数が 32 部門であるため，2015 年表の推計結果の表示はここでは控えることにする。しか
しながら，データを集計させることで概要を見ることができる。
　表 1 は 32 部門における付加価値額の合計を示したもので，1985 ～ 2005 年の 5 時点の表の
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結果と 2015 年推計値を時系列に並べている。付加価値額は前述の家計外消費支出以下の項
目である。農林水産業，繊維製品，石油・石炭製品は単調に付加価値が減少している。一方，
単調に付加価値が増加している部門は通信・放送で，それ以外は 1985 ～ 2005 年の間に増減
が見られたため，2015 年の推計値は中間的な数字となっている。ちなみに，付加価値額の部門
合計が北九州市の GRP（Gross Regional Product）となるため，2005 年時点でやや陰りの見
せた北九州市経済は 2015 年の推計においては GRP が 4 兆円を超えることになる。
　表 2 は 32 部門における市内生産額（付加価値額に 32 部門の中間投入額を加えたもの）の
合計を示したもので，同様に時系列で比較している。この表によると単調に減少している部門は
農林水産業だけとなり，単調に増加している部門は引き続き通信・放送となっている。市内生産
額の合計は 2015 年推計値が最高で，約 8 兆円である。また，市内生産額に対する付加価値
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額の比率は 1985 年を除いて 50％前後となっている。
　表 3 と表 4 は付加価値額と市内生産額の部門別の比率（シェア）を示したものである。比率
の傾向については表 1，表 2 とほぼ同じである。その結果，農林水産業は市経済の 0.1％も満
たない産業となっている。一方で比較的比率の高い部門として，鉄鋼が上げられるが，付加価
値額の比率に対して，市内生産額の比率のほうが大きく，中間投入が多いことが分かる。一方
でその逆となっているのが商業，不動産をはじめとする第 3 次産業である。
　2015 年表の推計において，20 年間のトレンドよりも単純平均を候補にすることを優先させ
たため，個別産業の推計結果が中間的なものになったと考えられるが，合計額で見ると北九州
市は成長を取り戻す動きとなっている。
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3.2　波及効果の比較
　次に波及効果を比較する。産業連関分析における予測的な情報として，行列展開を利用した，

「風が吹けば桶屋が儲かる」的な経済の波及効果を計測できる利点がある。前に示したように，
どこかの部門で需要が伸びた場合，他の部門でも需要が上昇し，他の部門の需要の上昇が関連
する部門に波及するといった流れである。これを数理的に考えた場合，投入係数を  とすると，
まず，自らの部門の需要の増加分がそのまま波及効果として現れ（直接の波及効果），これに
基づく間接の波及効果が，第 1 段階で ，第 2 段階だと  ，第 3 段階だと （以下続く）と
計算され，それらの合計（ ＋ ＋ ＋ ＋…）は（ －  ）－ 1 になることが一般的に知られ
ている（  は単位行列）。これがいわゆるレオンチェフ逆行列で，これを計算することで波及
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効果を調べることができる。なお，投入係数を  は，産業連関分析においては各部門における
中間財の投入額を市内生産額から割った比率になる。
　レオンチェフ逆行列はエクセルといった一般的に使用されているソフトにおいても計算可
能なため，産業連関表があれば，特別な知識なく計算できる。また，すでに逆行列表を公表
している場合もある。ただし，表の読み方については，この場を借りて説明する必要がある
だろう。
　表 5 は運輸部門 1 単位の需要増加における経済波及効果をそれぞれの表で比較したもので
ある。逆行列表がすでに計算済みの場合は，表の運輸部門を縦に見た数字が該当する。ここ
で 1 単位という言葉を用いているが，経済波及効果は比例的に変動するため，どのような金
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額を仮定してもかまわない。例えば，2015 年表において，輸送量の増加に伴い運輸部門が
1 億円の新規需要を創出した場合，農林水産業に対しては約 5 万円の波及効果が得られるとい
うことである。つまり，仮に 1 兆円であれば約 5 億円ということになる。そのように読んだと
き，運輸部門 1 単位の需要増加は，運輸部門に対して 1 単位以上，直接と間接を合わせて概ね 1.2

倍の波及効果をもたらせることになる。これは，最初の時点で運輸部門に 1 単位の波及効果（直
接効果）が得られたあと，他の部門に運輸部門の需要増加に伴う需要が生じることで，運輸部
門にもこれに伴う再度の需要が相互で行われ，約 20％の間接効果が得られたことを意味する。
他の部門については，金融・保険，対事業所サービスの波及効果が比較的高く，運輸部門の 1
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億円の需要増加に対して約 1,000 万円の経済効果が見込まれる。そして，全部門の合計として
は直接と間接を合わせて約 2 倍の波及効果が得られると予想される。
　次に，逆行列表を横に見た場合を比較する。表 6 は逆行列表の行和を部門別に時系列で比較
したものである。逆行列表の行和は，32 部門すべてにおいて最終需要がそれぞれ 1 単位ずつ
増加した場合の各部門の波及効果を示している。表 5 で運輸部門だけを取り出した時，運輸部
門自身の波及効果が 1 を超えているため，これをすべての部門で合計した場合，どの部門も 1

単位以上の効果が得られていることが分かるが（直接効果が含まれているため），部門によっ
て多少の違いがあることが分かる。一番波及効果が小さいのが医療・保健・社会保障・介護で，
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多くても 3％の波及効果である。一方で，金融・保険，運輸，対事業所サービスなどで 4 倍を
超える波及効果を生み出している部門もある。そこで，部門別行和の平均を算出した。1985

年を除くと 2 倍を若干超えているといった状況である。
　波及効果が概ね 2 倍である点について，それぞれの時点における市内生産額に対する付加価
値額の比率が約 50％である点に着目したい。この数字が約 50％であるということは投入係数
 も平均的には 0.5（50％）ということになる。したがって，この投入係数に対するレオンチェ

フ逆行列は 2 となり，波及効果は平均して 2 倍程度になるということが分かる。
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3.3　検定
　ここでは，2015 年表の数字が過去の数字と比較して異なるのかどうかを検定した。まず，
過去5時点の表の数字から平均と標本標準偏差を計算し，平均と2015年表の数字とを比較する。
サンプル数が 5 の t 値を計算し，自由度は 4 で t 検定（両側検定）を行った。対象とする数字
は，各部門における付加価値額とシェア，市内生産額とシェアおよび逆行列表の行和である。
表 7，表 8，表 9 がその結果である。検定結果のうち，5％で有意だったものに影を付けている。
これは，t 検定の結果において，数字が 0.0500 以下であることを示す。つまり，これらの部門
については，2015 年の数字が過去の平均と統計的に異なることを示す。なお，紙面の関係上，
シェアについては 5％で有意な部門のみ掲載した。また，5 時点の平均と標準偏差と 2015 年表
の結果を含めた 6 時点の平均と標準偏差も記載している。
　付加価値額については，鉱業，繊維製品，通信・放送，公務の 4 つの部門で 2015 年表の数
字と異なっていることが示された。しかし，付加価値比率になると若干異なり，鉱業，非鉄金
属，通信・放送，公務の 4 部門となる（表 7）。市内総生産額については，輸送機械，精密機械，
通信・放送，公務の 4 部門が 2015 年表と異なり，市内総生産比率ではさらに繊維製品が加わ
る。もっとも，繊維製品も額の比較においては 5％をわずかに上回る検定結果なので（0.0502），
2015 年表と概ね異なっているといえる（表 8）。逆行列の行和については，繊維製品，パルプ・
紙・木製品，電気機械，通信・放送，医療・保健・社会保障・介護の 5 部門で 2015 年表と異なっ
ている（表 9）。

4．まとめ

　今回は北九州市の産業連関表を用いた分析を行った。1 つは，過去 5 時点の表の情報から
2015 年表の推計を独自の方法で行った点である。もう 1 つは，過去 5 時点の表と 2015 年表と
の比較である。過去 5 時点の産業構造の変化が全体的に小さいため，2015 年表は一部の部門
を除いて，過去の数字の中間あたりとなった。こういった保守的な結果はある意味安心感をも
つことができるが，北九州市の経済が産業構造を含めた変革を求めるのであれば，もう少しド
ラスティックな結果が出てもいいのかもしれない。また，市内総生産額における付加価値額の
比率が平均して 50％だったことが興味深い点であった。つまり中間投入も含めると北九州市
は GDP の約 2 倍の経済規模であるといえる。
　ちなみに，この表は北九州市だけで経済が完結することを前提としている。しかし，現実は
北九州市だけで完結することはない。そこで北九州市と他の地域との連関関係を知る必要があ
るだろう。これを知る方法としては，地域間産業連関表を作成する必要がある。地域間産業連
関表については，福岡県経済を県内経済と県外経済に分けた地域間産業連関表が存在する。と
りあえずは，この地域間表をどのように活用させていくのかがカギである。




